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中国の持続可能な経済発展
――改革開放政策の展開と資源・環境問題――
張 珂
は じ め に
中国の急速な経済発展は世界で脚光を浴びている。１９７８年以来約３０年間
GDP成長率９．４％を継続してきた。２００５年の総輸出入額は，１４，２００億米ドル
で世界第３位である。２００６年の２月，国家外貨準備高８，５３６．７億米ドルにな
り，初めて日本を超えて世界第１位になった。１）２００３年の外国資本導入総額
（FDI）は世界で第１位になった。一方，著しい経済発展に伴って，資源・エ
ネルギーの需給問題や環境汚染問題が深刻化している。石油輸出国であった中
国は輸入国に転じて，２００４年原油輸入依存度が４２．１％になった。草原地域の
過剰な放牧による砂漠化，酸性雨による森林・耕地の被害，工業・生活などの
廃水による河川・湖などの汚染，局地的な工業汚染から生態環境保全まで大き
な環境課題に直面している。中国の年間二酸化硫酸の排出量は既に世界第１位
で，二酸化炭素の排出量は世界第２位である。中国の資源・エネルギーの需給
問題や深刻な環境汚染問題は，既に持続可能な社会・経済発展のネックにもな
ると懸念されている。
上記の問題を踏まえて，「中国科学院国情分析・研究グループ」２）は１９８０年
代中期から中国の「国情」に対する全面的で系統的な研究を行い，「国情研究
報告」シリーズを出版した。同報告は中国の人口・資源・環境・経済の「調和
発展」を強調し，非伝統的な現代化政策を実施し，資源節約型の国民経済シス
テムを作り，資源開発と節約を進め，豊富な労働力のメリットを活かし，人口
と資源の矛盾を解決する。特に「資源開発と節約」という報告の中で，「資源
節約型国民経済の四つのシステム」を建設するという節約型社会の基本的な構
図を描いた。即ち「土地・水の節約型で集約的な農業生産システム」，「エネル
ギー・資源の節約型で工業生産システム」，「省エネ型で総合的な輸送システ
ム」，「適切な消費で倹約的なライフスタイル体系」である。１９９４年中国政府
は「中国アジェンダ２１－中国２１世紀の人口・環境と発展の白書」を発表した。
その中で「経済・社会・資源・環境及び人口・教育の相互調和と持続可能な発
展を促進する」という総体的な戦略と施策を提起した。この「中国アジェンダ
２１」は人口制御，環境保護，経済発展を重点的に強調したが，資源節約は重要
な政策になっていない。２００２年中国政府は「中華人民共和国の持続可能な発
展の国家報告」を発表した。この報告の中で，経済・社会と環境との相互関係
を体系的に論述し，総合的，長期的，段階的な持続可能な発展戦略を提起し
た。そして，２００４年には，中国政府は「節約型社会を建設する」という方針
を正式に打ち出した。目的は，経済成長方式の転換により「小康社会」を実現
する資源と環境の問題を解決し，調和・安定・持続可能な社会・経済発展を保
障するためである。さらに，２００５年には，中国政府は「調和的な社会を建設
する」方針を提起した。３）
上記の一連の政策転換は中国政府の開発政策の質的な変化を示している。
GDP成長重視の経済政策から次第に人口・環境・資源・社会・経済の調和的
な発展を追求する政策へと変化している。特に２００３年１０月に中国共産党第
１６回全国大会，３回中央委員会では中国経済の科学的な発展方式と持続可能
な「循環経済」政策という新しい経済発展理論・政策が提起された。この「循
環経済」という新しい経済発展政策は，今までの資源・エネルギーの大量消費
と環境汚染を代価にする粗放的な経済発展パタンを根本的に転換し，省エネ・
資源節約型で環境保全改善の持続可能な経済発展を実現する国策を提起した。
この政策施行に対する専門家たちの意見は肯定的な考えが主流だが，否定的な
意見もある。
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「循環経済」の肯定説とは，資源の減量化，再利用，再循環という「３R」４）
原則により，資源を最大限に利用して，廃棄物排出量を抑え，廃棄されたも
のもリサイクルにより再利用できる資源になるような経済システムである。即
ち中国人民大学法学院の周珂氏と遅冠群氏は，「循環経済とは，本質から言え
ば，一種の生態経済である。循環経済は機械理論ではなく，生態学の理論に基
づいて，人類社会の経済活動を行う」，「循環経済とは，経済発展の中で，生態
学の理論に基づいて，清潔生産，資源の総合利用，生態設計，持続可能な消費
などを一体化して，廃棄物の減量化・資源化・無害化を実現し，経済システム
と生態系との物質循環をスムーズに行い，自然界の生態系バランスを保つ」
と，述べている。
「循環経済」の否定説とは，廃棄物のリサイクルや無害化などを実現するに
はエネルギーを消耗し，環境負荷の増加につながる。技術や経済的な要因など
により，リサイクル，再利用できる資源が限られている。周珂氏と遅冠群氏
は，「エントロピー理論に基づいて，この廃棄物の資源化と無害化を実現する
為に，エネルギーの消耗が増加する必要があるので，環境負荷の増加につなが
る。たとえエネルギー消耗を増加しても，技術や経済的な要因などによりすべ
ての物質・材料の循環利用は無理である。循環された物質でも物質の劣化によ
り元の効用も失う。熱力学の第二法則により，エネルギーの伝導は方向性があ
るので，地球上の転化されたエネルギーは最終的にすべて「熱」の形で宇宙に
発散する。この宇宙に発散された「熱」は，又集められて活かせるかというこ
とは，予想できる未来では確実な回答ができないであろう。そこで，結論は，
循環経済は理論でも実践でもまだ成り立たないので，その代わりに「節約型経
済システム」を構築すべきである」と，まとめている。
もう一つの「循環経済」の代替説とは，「今，国外では体系的な清潔生産法と
循環経済法を制定した国がまだない。清潔生産法を制定した国が多い。少数の
先進国であるドイツや日本等は，「循環経済法」，「循環型社会基本法」を制定
したが，学者たちもこれらの「循環経済法」を「清潔生産法」に帰属させた。対
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照的に幾つかの国の「清潔生産法」は学界では「循環経済法」だと認めている。
学界では既に「清潔生産法」と「循環経済法」の相互代替関係を認めている５）」。
上記のように「循環経済」に対する肯定説もあるし否定説もあるが，今中国
の直面している資源・エネルギーの需給問題と環境汚染問題に対する政策効果
は，上述の通りで，厳しい局面にある。果たして「循環経済」の施策により今
日の中国の資源・エネルギーの需給問題と環境汚染問題が根本的に解決できる
かどうか，疑問である。「循環経済」として，先ずこの施策をサポートする技
術力，資金力，政策整備，産業構造調整などの一連の環境・条件を整える必要
があるが，発展途上国である中国の現状から見れば，目標を達成するには程遠
い。それに，例え施策の進行により一定の成果を収められても，毎年２桁近くの
急速な経済成長がもたらす資源・エネルギーの需要増と汚染物排出量増加によ
る環境悪化のスピードに追い付けない。今までの環境問題の対策と環境経済に
関する理論は，汚染予防・排除，汚染総量の抑制に注目して，施策を取り，理
論展開をしてきた。しかし，結局，汚染予防・排除の技術力・資金力の不足や
制度が完全に整備されてなく，或いは整備されていてもあまり機能していな
い。いずれにしてもこれらの不備な要因により汚染状況が余り改善せず，汚染
総量も抑制できていないと思われる。資源・エネルギーは急速な経済成長に
伴って需給問題が顕在化し，技術水準や管理水準などによる利用率が低く，浪
費現象が改善できず，長期的で安定的な経済成長を阻んでいる。
如何にして経済成長と環境保護を両立し，資源・エネルギーの需給問題を解
決し，持続可能な社会・経済発展が実現できるかは，中国の資源需給問題と環
境問題をマクロ的に見れば分かるように，急速な経済成長に伴う資源需要量の
急増，経済規模の急速な拡大に伴う汚染廃棄物排出量の増大は，この二つの問
題のポイントである。この二つの問題は共に急速な経済規模の拡大に直接つな
がる。環境問題の根本的な原因は，人間社会の経済活動による汚染物排出量の
増加，自然環境の自己浄化能力限度を超えたので発生したことである。この汚
染物排出量は経済活動規模と等比的な増大特性があるので，経済規模の無制限
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な拡大は必ず汚染物排出量の増大をもたらす。この汚染物排出量は一旦自然環
境の自己浄化能力限度を超えると，環境汚染を招く。資源需給問題も言うまで
もなく経済規模の無制限な拡大がその主な原因である。
この自然環境自己浄化能力の限度は定量的に測定できるであろうか。例え
ば，河川や湖は CODの測定値は一定量を超えると，魚などの生物が生きられ
ない。重金属や有害物の量が一定量を超えた河川の水は，農業灌漑用水にも使
えない。大気中の二酸化硫酸が一定量を超えたら，酸性雨が降り，森林が枯
れ，耕地も汚染される。この自然環境の自己浄化能力の一定量の「限度説」は，
「環境容量」だと言い換えてもよい。鉱産物などの再生不可能な資源は言うま
でもなく，水資源や森林などの再生可能な自然資源でもその養う人口と営む経
済規模は限られている。そこで，人間社会の経済・生活を営むために必要な自
然資源の供給面においても，人間社会の生産・生活から排出された廃棄物に対
する自然環境の吸収・浄化面においても，全て自然環境の供給・吸収の「量」
に制限されるので，自然「環境総量」という概念を導き出す。この概念の意義
は資源供給と廃棄物吸収の両面から自然環境の働きを認識し，この資源供給と
廃棄物吸収は自然環境の「量」即ち「環境総量」に制限されていることを理解
する必要がある。本文は上記の分析に基づいて約３０年間２桁の経済成長を持
続してきた中国経済発展の具体的なデータ及びこの経済高度成長に伴う環境汚
染の実情を検証する。同時にこの経済高度成長を支えて来た経済政策と環境政
策の沿革を辿り，問題の所在をむ。これらの実証研究・因果連関の分析を通
じて，持続可能な経済発展と「環境総量」との関係を解明し，中国の持続可能
な経済発展の行方を模索したい。
第１節 経済成長と資源・環境問題
１．１ 改革開放政策と経済発展
中国の改革開放は１９７８年から始まり，約３０年経過している。当初は農村か
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年　　　度 
ら「食糧生産の個人請負責任制」と収穫した食糧は規定の通りに国家に納めて
から余った食糧などの農産品の「自由売買政策」を認める農業政策転換からス
タートした。それから，社会主義計画経済から市場経済への政策転換，経済特
区の認定，外国の先端的な技術・管理ノウハウなどの導入，中国沿岸部・港な
どの経済技術開発区の建設，さらに中国全土への全面的な対外改革開放の展開
である各地の「経済技術開発区」の建設である。近年，この中国沿岸部の対外
改革開放の経済的な成功経験を踏まえて，相対的に立ち遅れている内陸部の西
北地域の開発と東北既存工業基盤の振興は，経済的な地域格差を是正する為に
国家全体経済発展戦略として打ち出された。上記の中国の改革開放は正に，計
画経済から市場経済へ，対外的な経済開放は「点」（経済特区）→「線」（沿岸
部の対外開放）→「面」（全土の対外開放），更に西北，東北の立ち遅れている
地域の発展促進という政策展開をしてきた。
対外開放，急速な経済発展の結果は，２００５年までの２７年間，年間９．４％の
図１ 中国GDP年度統計（１９７８－２００５）
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（出所）国家統計局「国民経済計画施行結果の公布」（２００６年）より作成。
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GDP成長率を維持してきた。中国政府の予測によると，今後１５～２０年間も，
年間７．５％の経済成長を維持できる見込みである。『中国経済時報』の報道（２００５
年６月）によると，２００４年，１年間に中国で消費された各種類の自然資源の
総量は，約５０億トンである。世界全体自然資源消費量の中で，中国の消費割
合は，原油７．４％，石炭３１％，鉄鉱石３０％，鉄鋼２７％，アルミニューム
２５％，セメント４０％も占める。中国原油消費量２．９２億トン，輸入原油１．２３
億トン，原油輸入依存度４２．１％を占める。同時にこの急速な経済発展は，エ
ネルギーと自然資源の消費増を伴い，環境汚染も深刻化し，環境破壊による経
済的な損失が大きい。中国社会科学院の鄭易生教授等が発表した「９０年代中
期中国環境汚染の経済損失見積」という報告書では，中国９０年代中期の環境
汚染による経済的な損失は，１，８７５億元である。その中でも水汚染による経済
的な損失が一番大きい。生活，生産などから排出された汚染物質による水系に
対する汚染の経済的な損失は１，４２８．９億元で，環境汚染による経済的な損失の
７６．２％を占めている。６）環境汚染の被害は経済的な損失に限らず，地域住民の健
康被害や国民経済発展の基礎で，社会存続の基盤である生態環境までも脅かさ
れている。１９９２年の京都議定書では先進国の二酸化炭素の排出量の制限が決
まったが，世界エネルギー消費量のトップであるアメリカは承認していない。
中国やインドなどの新興工業国も二酸化炭素排出量を削減しなければ，この京
都議定書の地球温暖化防止の効果は疑問視されている。中国政府は，早くから
環境保護を国策として打ち出し，１９８４年５月８日に国務院環境保護委員会を
設立し，環境保護体制の整備や関連する法規の制定などに取り組んできたが，
環境情勢が依然として厳しい。「世界の工場」といわれる中国の工業生産の急
速な発展に伴う資源・エネルギーの需給問題と環境汚染問題は，既に避けて通
れない緊急課題になっている。
１．２「世界の工場」と資源問題
中国税関総署が９月に公表した今年１～８月の対外輸出入統計による
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と，２００６年１月から８月までの対外輸出入総額は１１，０４６．１０億米ドルに達し
た。前年度比成長率２３．９％。その内，輸出は５，９９６．３４億米ドル，２５．９％増，
輸入は５，０４９．７７億米ドル，２１．６％増である。また，中国と EUとの貿易総額
は１，６８９．６２億米ドル，２２．５％増であり，EUは中国の第１位の貿易国であ
る。アメリカは第２位の貿易国で，１，６６５．９０億米ドル，２４．７％増である。日
本は第３位の貿易国で，１，３１３．２８億米ドル，１１．８％増である。ASEAN諸国連
合は第４位，１，００９．３４億米ドル，２２．６％増である。７）
２００１年中国の輸出入総額は５，１００億米ドル，世界第６位である。２００２年世界
貿易の成長率は約２％であるが，中国の輸出入成長率は２０％，世界第５位で
ある。２００３年の成長率は３７％，年間輸入総額の増加部分は，前年度の輸出入
総額増加部分の合計金額を超えている。他国の対中国輸出量は１１．７％増加し，
世界第４位である。２００４年１１月末まで中国輸出入総額は初めて１兆米ドルを
突破して総額１兆１，５４７．４億米ドルで世界第３位になった。２００４年輸出入成
長率は３６％，年末まで輸出入は３０ヶ月連続１５％増した。２００５年の総輸出入
額は，１４，２００億米ドルで，前年比２３．２％増で，世界第３位である。２００１年の
中長期計画として掲げられた２０１０年まで１万億米ドルの目標は，６年間繰り
上げて実現した。中国の紡績製品の輸出量は，世界紡績製品市場の２５％を占
めている。中国のエアコン・テレビ・冷蔵庫などの全生産量のうち４０～５０％
を輸出し，DVDは８０％以上輸出している。２００３～２００４年の２年間で，投資増
額２７％により，加工貿易を牽引してパソコン・通信機器・自動車部品などの
部品の輸入量が急増した。２００４年の輸入製品のうち，９５％が部品と非完成品
である。中国は１０数年間継続して発展途上国の中で，外国資本導入総額
（FDI）第１位，２００５年の外国直接投資金額は６０３億米ドルで，そのうち，製
造業７０．４％，不動産９％，残りはサービス業，流通業などが占めている。現
在中国にある外資系企業の中では，７０％は製造業で，２００４年新規登録外資系
企業の７２％，投資金額の７５％は製造業である。年間総輸出入金額の中では，
外資系企業は輸出額の５７％，輸入額の５８％を占めている。中国商務部の予測
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によると，２０１０年まで中国国内市場規模は４万億米ドルで，年間輸入額は１
万億米ドルになるということである。今後５年の間，中国のサービス業輸入成
長率は２１％にのぼると予測され，２０１０年までにサービス業輸入金額３００億米
ドルになる。２０１０年までに中国の自動車年間販売台数８００万台以上になり，
携帯電話利用人口は６億人を突破すると予測している。８）
上記の輸出入総額の構成と成長速度からも分かるように，中国の急速な経済
成長は自国経済発展ばかりでなく，世界経済の「牽引車」としての役割も顕在
化しつつある。中国の対アジア・太平洋地域貿易拡大に伴って，既にアメリカ
に替わって，アジア・太平洋地域経済の「牽引車」としての働きが強くなって
きている。中国の対アジア・太平洋地域の輸入の成長は基礎施設の投資需要だ
けでなく，国内消費と輸出需要を満たすためだといわれている。基礎施設投資
を満たすには，各種商品と原材料を輸入する。国内消費と輸出を満たすには，
半製品・中間製品を輸入して，中国で組み立て，完成品にしてから，国内消費
図２ 中国全国年度輸出入総額（１９９０－２００５）
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（出所）国家統計局「輸出入貿易統計」（２００６年）より作成。
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或いは輸出に供給する。中国を中心にして太平洋地域とアジアの生産・経済の
相互依存関係が，既にできているのである。
アジア・太平洋地域の全ての対中国輸出の伸び率は輸出全般の成長率を超え
ている。２００３年，中国はアメリカの替わりに韓国の最大輸出市場になってい
る。２００４年，中国と香港地区は日本の最大輸出国になり，日本財務省が発表
した貿易統計によると，８月の対中貿易総額（香港を除く）は２兆８百億円と，
対米の２兆３百億円を上回った。日本企業が中国との分業体制を拡大している
ためで，日中の経済的な結びつきが一段と強まっている。中国はこの十年間で
対アメリカの輸出額成長が一番大きく伸びたのに対して，他の国・地域の対米
輸出市場が全て下がる傾向になっている。中国を中心とする地域生産依存関係
の形成は中国への輸出増加だけでなく，中国の輸出急成長をも促進し，地域全
体の経済成長を進めている。この２０年あまりの対外改革開放と急速な経済発
展により，中国の基礎施設の整備，法制度・管理水準のアップ，工業の集積効
図３ 中国全国年度外資導入額（１９９５－２００４）
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（出所）国家統計局「経済貿易統計」（２００５年）より作成。
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果などは世界企業の投資先としての中国優位性が顕在化している。
中国の輸出は，国内総生産に対する貢献はそれほど大きくないが，産業界の
生産高と生産能力の増強に大きく貢献していると思われる。中国を中心とする
太平洋地域・アジアの生産枠組の形成に伴って，その産業界水準アップの波及
効果が大きい。
１９９７年以前は，アメリカはアジア・太平洋地域の経済牽引車であったが，
中国を中心とするアジア・太平洋地域の「生産枠組」の形成に伴って，中国が
アメリカに替わって「牽引車」になっている。これも，中国国内の所得水準を
アップさせ，消費をも促進し，中国は「世界の工場」であると同時に「世界最
大の消費市場」にもなりつつあるといわれている。
１．３ 経済成長の限界
中国政府は，２０２０年に「小康社会」（「多少の資産があり，生活に困らない」
状態を指す）になる目標を立てた。現在，中国社会では二つの変化が起こって
いる。一つは経済構造と消費構造の変化である。もう一つは，都市化である。
中国経済の急成長の中で，特に一人当たり GDPが１，０００ドルを超えてから，そ
の経済構造と消費構造の変化が非常に顕在化している。近年来，重化学工業の
発展が著しい。重化学工業の増加額は工業全体の増加額の６７．６％を占めてい
る。エネルギーと資源の高消費産業の著しい発展は近年の資源とエネルギーの
供給緊迫の主な原因である。また，消費構造から見れば，特に都市部住民の消
費構造は伝統的な「食・衣類・用」から「家電製品の普及・住居・車」へと変
化している。この消費構造の変化と向上は資源・エネルギーの供給緊迫をもた
らした。
もう一つは都市化の加速度的発展である。都市化は年間１ポイント以上の速
度で進行している。毎年，１，４００万～１，５００万人の農村人口が都市部に移動し
ている。２００５年の人口統計によると，中国の都市部人口は全人口の４３％を占
めているが，２０２０年に約６０％に達すると予測している。通常，都市部人口の
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一人当たりエネルギー消費量は農村部人口の３．５倍である。大規模な農村部人
口の都市への移動は，エネルギーと資源の消費増加をもたらすようになる。
２００３年，中国の石油消費量は２．６７億トンにものぼり，輸入原油９，７００万ト
ン，輸入依存度３６％であったが，２００４年には中国石油消費量２．９２億トン，輸
入石油１．２３億トン，原油輸入依存度４２．１％と上昇した。２００５年の年間石炭生
産高２１．９億トン，２０２０年には GDPは２０００年の２倍になる見込みで，石炭の
需要がさらに増える。しかし，中国の人口当たり平均資源埋蔵量は少ない。中
国の自然資源の総埋蔵量は世界の第３位を占めているが，人口当たり平均所有
量は第５３位である。世界の人口１人当たり平均所有量のわずか２分の１であ
る。大量で，貿易不可能な資源，例えば水資源の人口当たり平均所有量は世界
水準の４分の１である。２０３０年中国の人口平均水資源所有量は１，７００立方メ
ートルで，水資源不足国になる恐れがあると予測されている。急速な経済発展
に伴って，中国国内鉱産物資源の供給・保障能力も不足している。４５種類の
重要な鉱産物資源のうち，２０２０年には９種類が深刻な供給不足に陥り，１０種
類が欠けると予測している。「欠ける」意味は輸入依存度が４０～７０％で，７０％
を超えた場合は深刻な供給不足だと定義している。この自然資源とエネルギー
の大量の消耗に基づく経済成長パターンは長く継続することは難しく，２０２０
年の「小康社会」経済発展目標を実現するために，経済発展政策の転換を迫ら
れている。
中国の技術水準や管理水準などの欠陥により，資源利用率が低く，資源が浪
費される場合が多い。先進国及び一部の途上国と比べると，中国の資源利用率
は低い。確かに１９８０年～２０００年の２０年間では，中国の資源利用率は向上し
た。GDPは年平均９．４％成長したのに対して，エネルギー消費は４．６％にとど
まった。GDP成長に対するエネルギー供給は半分が「開発」によって，半分
が「省エネ」によって達成した。しかし，２００２年以降，エネルギー消費は GDP
成長を超え，エネルギー供給のネックが顕在化している。
中国の資源浪費は深刻である。鉱産物の総回収率は約３０％で，先進国より
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２０％低い。建築面積当たりのエネルギー消費は，気候類似の先進国の２～３倍
になっている。中国の年間新築面積は約２０億平方メートルで，先進国新築面
積の総面積よりも多いが，省エネ住宅面積は３．５％しかない。都市化の加速に
伴って，大量の高エネルギー消費型住宅を建築すれば，その使用年限が７０～
８０年間であることを考慮すると，将来のエネルギー消費負担にもつながるの
である。
環境汚染が深刻化している。中国政府が２００１年１２月に公布した「国家環境
保護“十五”計画」９）の目標によると，２００５年には２０００年に比べて全国汚染物
（二酸化硫酸，二酸化炭素など）を１０％減，都市生活汚水処理率を４５％引上
げ，中等都市以上の都市空気を２級水準に改善する計画である。しかし，２００４
年までに，都市生活汚水処理率が４５％，中等都市以上の都市空気が２級水準
に達した都市は，３９．５％しかない。また，２００４年には２００２年より全国の二酸
化硫酸排出増加量は２９３万トン，酸性雨比率４０％を超えた都市は７．２％上昇し
た。さらに国家地質調査局の調査によると，全国の２５％の地下水が汚染さ
れ，３５％の地下水源は不合格である。平野地域の５４％の地下水は生活用水水
質基準に達していない。半分以上の都市部において地下水汚染が深刻である。
２０００年の１１８大中都市の地下水測定データに対する分析結果によると，６４％
の都市地下水汚染が深刻であり，３３％の都市地下水汚染が軽度である。すなわ
ち，中国の３分の１の国土が酸性雨に汚染され，主な水系の３０％が５類（水質
評価基準１０））以下，６０％の都市部空気１１）が３級或いは３級以下である。
全国人民代表大会常務委員会の水質汚染予防法の司法検査結果（２００５年）
によると，中国７大水系の中で「類」以下の流域は３割を占め，このような
水は有害な水で，農業灌漑にも使えないという。黄河を例に取ると，源流域の
青海から甘粛・寧夏・内蒙古まで沿岸部にはエネルギー，重化学，非鉄金属，
製紙などの汚染排出工場が立ち並び，汚水排出量が年々増えている。これらの
工場は，汚水処理率が低く，排水基準に達していない汚水や未処理の汚水を排
出している。国家の西部地域開発の加速に伴って，既存の汚染工場の改善がで
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きていないにもかかわらず，汚染工場が新たに建設され，東部沿海地域の汚染
工場も規制の緩い西部地域に移転する傾向にあり，西部地域の環境汚染を加速
させている。
流域住民が，中国全国人口の６分の１を占める中国で第３位の大河である淮
河は，早くから水質改善のために大量の資金が投入された大河である。９０年
代初め，淮河の汚染が深刻になり，流域生態環境が壊滅的な状態に陥り，流域
住民の生活にまで深刻な影響があらわれた。国務院は「淮河水質汚染専門会
議」（１９９４年６月）を開き，「淮河流域水質汚染防治暫定条例」を発効した。
この条例は，中国では初めて単一の河川水質汚染改善のために特別に制定され
た条例である。しかし，２００４年の淮河流域水質調査結果によると，汚染状況
が悪化し，汚染測定値は既に歴史上の最高値になっている。約６割の流域の水
質が「類」以下になり，流域の地下水にまで影響し，１．３億人にのぼる流域
住民の生活に直接影響を及ぼしている。
国家環境保護総局の調査によると，全国の河川の約４分の１は既に汚染によ
図４ 中国全国年間二酸化硫酸排出量（２００１－２００５）
（出所）国家環境保護総局「全国環境統計」（２００６年）より作成。
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り流域灌漑用水が足りなくなり，全国の約７５％の湖は汚染されている。また，
中国科学院の「２００５年中国工業発展報告書」によると，１９９８年以降，重化学
関連企業は年間１８．５％の成長率で増えている。広東省の「珠江デルタ」や，
上海の「長江デルタ」などの環境敏感地域の河川沿岸部にまで重化学工業が建
設されている。水利部門の調査によると，汚水排出量は既に８０年代の倍以上
になり，年間汚水排出量は６００億トンに達している。このうち，８０％以上は，
未処理のまま直接河川や湖などに排出される。このため都市部の水源汚染は深
刻であり，９０％以上汚染されている。１２）
２０００～２００５年の間，中国のエネルギー消費増加率は GDP成長率を超えてい
る。石炭生産量は２００１～２００４年の４年の間，計画増加率３．２３％を大幅に超え
て，１８．３％を記録した。関係者の予測によると，２０２５年前後，中国の二酸化
炭素排出量は恐らくアメリカを超えて，世界第１位になり，中国の６０％の都
市部空気は３級或いは３級以下になるとみられている。２００１年の世界銀行の
報告によると，世界の汚染深刻な２０都市の中，１６都市が中国にある。１３）２００５
年の全国の二酸化硫酸排出量は２，５４９万トン，環境容量の１倍を超えている。
石炭火力発電所とコークス製造工場が二酸化硫酸の主な発生源である。全国石
炭火力発電所の脱硫装置利用率は１４％しかない。山西省はコークス生産量が
多く，２００５年には８，０００万トン以上のコークスを生産したが，その生産企業
６８０社中の６５社だけに環境許可が下り，排気基準に達した企業は３０社しかな
く，全体の５％しか占めない。２００５年における市と県の６９６地域の観測の結
果によれば，半分以上の市と県では酸性雨が発生し，酸性雨発生率１００％の地
域もあった。１４）
こうした水質汚染と大気汚染は地域住民の健康を脅かすとともに，地域社会
に大きな経済的な損失とアメニティ環境の喪失を招いている。
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第２節 中国における環境政策の展開
２．１ 中国の環境保護体制と法規
中国の環境行政が国の独立した専門機関によって推進されるようになるの
は，１９７０年代の前半になってからである。国務院は１９７４年に環境保護指導小
組を設立し，全国環境保全行政を開始した。その後，各地で環境保全に関する
専門機関を設立したが，これらの機関の法的地位は不明確で，臨時的・過渡的
な性質を有していた。１９７９年に制定された「環境保護法（試行）」は，国務院
が環境保護機構を設置し，省・自治区・直轄市の人民政府が環境保護局を設置
し，市・自治州・県・自治県の人民政府が必要に応じて環境保護機構を設置す
ると規定した。１９８２年には国務院は環境保護指導小組を解消して城郷建設環
境保護部を設立し，その中に環境保護局を設け，１９８４年には，国務院は環境
委員会を設置し，環境保護局を国家環境保護総局に改称して，相対的な独立性
を与えた。そして１９８８年以来，国家環境保護総局は国務院が直轄する独立的
図５ 中国全国年間汚水排出量（２００１－２００５）
（出所）国家環境保護総局「全国環境統計」（２００６年）より作成。
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な職能機関になって，全国の環境保護の行政管理を担当している。
中国における環境法の体系は，大体次のように分けることができる。
憲法上の規定であり，第２６条の環境保護の趣旨，第９条の自然資源の保
護，第２２条の名所・旧跡などの保護である。
総合的な環境保護のための基本法である「環境保護法」である。
環境保護の特別法と条例。
国務院又は国務院に属する行政機関が公布した環境保護及び環境管理に関す
る行政法規，環境標準等。
地方の環境条例。国の環境法規または環境標準に規定されていない項目につ
いて，地方は条例又は標準を制定でき，また国が制定している項目について
は，国のものよりももっと厳しい地方条例又は標準を制定することもできる。
環境に関する国際条約・協定。
その他の法律に関する規定。
環境法は，他の諸法律制度とも密接に関連する。そのうち，特に注目される
のは民法及び刑事法である。
中国の環境行政政策体系は，主に下記の８項目の政策体系によって構成され
ている。即ち，環境影響評価制度，「三同時」１５）の制度，汚染賦課金徴収制
度，環境保護目標の責任制度，都市環境の総合的整備に対する定量的審査制
度，汚染物質の排出に対する申告登記及び許可証制度，汚染の集中制御制度及
び期限付き汚染の処理制度である。最初の３項目は１９７９年の「環境保護法（試
行）」の中で規定され，後の５項目は１９８９年の第３回全国環境保護大会１６）に
提出されたものである。
中国における環境法の独自性，特色は次のようなことだと思われる。「第１
に，中国の環境法は環境保護法の目的の１つとして，経済発展の促進を規定し
ている。発展途上国である中国は，経済成長が基本的な社会目標になり，経済
発展と環境保護の両者を互いに調和させることを求めている。第２に，法制度
または現状を見れば，国家による環境に対する最も効果的な管理とは，行政的
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手段である。行政手段の運用は，環境管理全体においてとりわけ重要な役割を
有しているのである。第３に，環境法の基本法と言うべき「環境保護法」をは
じめ各特別法では，原則的条文が多く，成立した環境法と整合する実施細則，
地方条例などが十分にできていない。現在までのところなお十全な環境法体制
の整備には一定の距離がある。
西側の諸国では，国民により環境保全が進められるが，中国では上からこの
問題が提起され，国民または一般幹部も環境問題をまだ十分に理解していな
い。したがって，中国の環境保全は，政府から認識し，推進するのであるが，
私的環境権益が損害を受けた場合には，行政機関に救いを求め，自ら法律を援
用して，自己の正当的権益を守ることが少ないのが現状である。中国では，整
備中の法律の中で，環境法が一番順調に整いつつあると言われている。だが，
法律を実施することは法律を制定することよりも難しい。特に環境法の規制対
象は，国家機関，国有企業，事業体等の公的部門であり，同じ公的部門である
司法機関との間に複雑な関係が存在している。また，一部の地域では，上から
下まで皆が短期的な利益を重視し，特に経済改革が実施されてからは，企業が
盛んに「最大の経済効率」を追求する，「目先の利益のためのやり方」ばかり
を採用するようになり，生態系への影響をコントロールするすべがないのであ
る。」１７）
２．２ 環境管理体制の未整備
中国では環境管理行政システムと環境保護関連法規も整備されたが，なぜ環
境汚染を抑制することができず，深刻化しているのか。法規の制定と管理シス
テムの整備よりもこのシステムの機能と法規の実施・定着がより難しいからで
ある。
上記の８項目の柱である政策構成から見れば，環境影響評価制度，「三同
時」の制度，汚染物質の排出に対する申告登記及び許可証制度，汚染の集中制
御制度及び期限付き汚染の処理制度という５つの制度は，汚染未然予防，経済
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発展と環境保全施策を同時に進める。環境汚染の深刻な企業や地域などに対し
て重点的に対策することは有効な施策で，いい成果を収めるわけである。しか
し，中国では約２万の郷鎮企業が農村地域に散在している。県レベルまで環境
保護機構が設置されているが，その管理体制はまだ完全には整備されていな
い。それに，資金，技術，専門技術人材などのネックや地方保護主義，経済発
展優先などの影響により，環境保護制度は余り機能していない。農村部より諸
条件の比較的良い都市部では，環境影響評価制度や「三同時」制度などの施行
率が下がる傾向にある。操業当初は汚染物質除去・処理設備は稼動したが，設
備のメインテナンスや稼動コストや管理体制などの問題から，環境保全設備が
ストップしている企業も存在している。
環境保護目標の責任制度，都市環境の総合的整備に対する定量的審査制度
は，主に行政当局者に対する「業績考課」にすぎず，法的な拘束力が弱い。経
済発展優先の経済高度成長期の中国では，地方行政当局者にとって環境保護の
成果よりも，地域経済振興の面で顕著な業績を成し遂げれば高く評価されるの
で，環境保護を犠牲にしても経済発展を勝ち取ろうという傾向が強いそうであ
る。経済発展を重視し，自然環境保護，地域住民生活環境整備を軽視する地方
行政当局者の意識も，環境改善を著しく阻んでいる。
最後に汚染賦課金徴収制度１８）は，抜け穴が存在していると言わざるを得な
い。この制度は，「外部不経済の内部化」や「汚染者負担原則」などを理論的
根拠に導入されている。しかしこの制度自体が，汚染者の「免罪符」になり，
汚染者と司法者の双方の利益温存の「温床」にもなっている。汚染賦課金の金
額よりも，汚染除去設備の稼動コストの方が高ければ，汚染企業は汚染賦課金
を支払っても，汚染除去措置を取らない。また，汚染賦課金徴収制度による
と，その徴収したお金の１割は，国庫予算収入として国に納める。残り９割は
地方予算収入として地方国庫に納め，環境保護・汚染予防・汚染除去新技術の
研究開発の専用資金として使用されることになる。環境行政当局は，増収する
ために，汚染企業に対する取り締まりを緩め，汚染行為があれば罰金だけ徴収
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し，汚染抑制・防止の役割をあまり果たしていない。司法側でさえ汚染改善意
識が薄く，環境改善の目処が立っていない。
このように中国の環境保護制度に重大な「欠陥」があり，如何にしてこの問
題を解決するかが問われている。
２．３ 循環経済学の登場
上記の自然資源・エネルギーの需給問題と深刻な環境汚染という二つの経済
発展ネックを克服し，持続可能な経済発展を進めるために，２００３年１０月に中
国共産党第１６回全国大会，３回中央委員会は，中国経済の科学的な発展方式
と持続可能な「循環経済」政策という新しい経済発展理論・政策を提起した。
中国の清華大学環境科学と工程学部の副研究員石磊氏は「循環経済」という新
経済発展理論について，下記の３つのポイントを指摘した。「小循環」は企
業層の「清潔生産」，「中循環」は工業団地及び地域層の生態工業，「大循
環」は社会全体のグリーン消費，廃棄物再利用などのリサイクル・システムの
整備である。従来の経済は資源－製品－廃棄物の大量廃棄型の経済パターンで
あるが，循環経済は資源－製品－再生資源の循環型経済パターンである。これ
は大量生産－大量消費－大量廃棄の２０世紀型経済の根本的な改革を図るもの
である。
「循環経済」の理論について中国の学識者たちの論点をまとめると下記の通
りである。
「循環経済」とは，自然生態系の物質循環方式に基づいて運営している経済
システムである。循環経済は生態学法則により人類社会の経済活動を行う。循
環経済の特徴は資源の節約と循環利用なので，資源循環型経済と言っても良
い。循環経済は，減量化，再利用，資源化の原則に基づいて実施する。減量化
原則は，比較的少ない原材料とエネルギーにより生産目的と消費目的を達成す
る。経済活動の初期段階も資源節約と汚染抑制を行う。生産の中では，減量化
原則として製品体積の小型化と軽量化を強化する。製品の包装簡素化と製品機
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能多様化を行い，廃棄物減量化を実現する。再利用原則は，製品の使用機能が
終わっても再利用可能な資源にし，有害廃棄物を抑制する。これは原材料から
製品になり，市場を経て，消費，廃棄になってから又新たに「生産－消費－生
産」の循環システムに入る。資源化原則は，製品或いは包装器具は，使い捨て
や一回使って廃棄するのではなく，繰り返し使用する。シリーズ製品や関連製
品などの部品或いは包装器具は互換性があり，モデルチェンジをしても再利用
ができる。上述の事は循環経済の基本的な原則になっているが，その重要性は
同じではなく，減量化原則こそ循環経済の第一法則である。
「循環経済」は生態学の法則に基づいて人類社会の経済活動を指導し，「３R
（減量化，再利用，再循環）」を社会経済の原則にする経済システムである。
循環経済は，「資源－製品－再生資源」という循環式の経済システムにより「低
採掘－高利用－低排出」を実現し，物質とエネルギーを最大限に利用して資源
利用率を高め，汚染廃棄物を最大限に減少し，経済運営の水準と効率をアップ
する。循環経済は一種の「生態経済」と言える。
従来型経済は「資源－製品－汚染排出」という一方通行型の経済で，高採掘，
低利用，高排出の粗放的で一回性の資源利用である。循環経済は「資源－製品
－再生資源」という経済システムであり，「低採掘－高利用－低排出」により，
全ての物質とエネルギーはこの経済循環の中で合理的に長く利用される。
上述の通りで，循環経済の「３R」原則は，資源・エネルギーの消耗削減と
廃棄物排出の抑制を目指すものであり，「循環経済」政策の施行により中国の
資源・エネルギー需給問題と環境汚染問題を解決しようとするものである。も
ちろん，この「循環経済」政策の施行により，中国の資源・エネルギー需給問
題と環境汚染問題の解決に対して，一定の成果を収めることができるが，「循
環経済」を実現するには，法規・行財政の政策整備，技術，資金，人材など諸
条件の整備が欠かせない。しかし，今日の中国においては技術的な制限や経済
的な要因などにより，政策効果が充分発揮されていない。上記の諸条件の整備
状況により政策効果が大変異なるし，産業や生産製品などの違いにより「３
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R」の実現度合いも違う。客観的な現実状況を軽視して，その政策効果を余り
にも「理想化」すれば，根本的な問題解決ができないし，危機回避のチャンス
を逃す恐れもある。年間２桁の高度経済成長が継続する中国の現実からすれ
ば，その政策効果を期待することは難しい。
日本の環境経済学者の宮本憲一氏は『環境の経済理論』の中で下記のように
述べている。「今後の環境政策を End of Pipeではなく，発生源で汚染物を処理
し，リサイクリングすることによって，環境総体への負荷は小さくなる。さら
に地球環境保護を考えればまず事業者が生産の段階で物質やエネルギーの投入
量を減らし，公共機関や家庭が商品やエネルギーの消費を節約することが望ま
しいと言える。個別の対策を超えて，今日の環境政策の目的は環境への負荷を
最小限にして，被害を全面的に救済し環境破壊の事業を抑制し破壊された環境
を再生し，アメニティのある環境の創造をはかることにあるといってよい。つ
まり，環境政策は環境問題の解決を通じて新しい社会経済システムをつくりだ
しているといっていい。個別対策はこの総合的な目的に向かって計画されねば
ならないだろう。１９）」
宮本憲一氏の汚染源直接対処，生産段階のエネルギー・廃棄物の減量化，リサ
イクルなどの環境対策は，有効な施策で，汚染削減・環境改善に対して重要な
役割を果たしてきたし，今後も引き続き実施すべきである。しかし，経済発展
速度，生産規模の拡大による汚染がこれらの環境対策効果を上回る場合には，
環境保全は悪化する一方で，改善できない。理論と政策の限界が露呈している
のであり，もっと根本的な理論模索と改善策が問われている。
ま と め
中国の改革開放政策の展開は著しい経済発展を勝ち取り，国民生活水準が高
くなり，社会全体の進歩と発展を進めている。中国の経済発展は世界経済のグ
ローバル化，一体化，分業化に対して益々重要な役割を果たしている。国際経
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済枠組の中で重要な位置付けになっている中国経済の健全で安定的な発展が不
可欠である。特に中国の持続可能な経済発展のネックになる資源・エネルギー
需給問題と環境汚染問題の解決は中国だけではなく，世界経済の発展，地球環
境保護に対しても不可避の課題である。上記の一連の経済・環境に関する具体
的な統計データから分かるように，中国の経済生産規模の急速な拡大による資
源・エネルギーの供給不足だけでなく，環境負荷オーバーによる環境汚染が深
刻である。中国政府はこれらの問題を解決するために政策制定から法律・管理
体制の整備などの努力をしてきたが，一定の政策効果がみられるものの，問題
の根本的な解決ができず，むしろ深刻さが増している。この問題未解決の現実
からも今までの環境経済理論と施策の限界が露呈していると言わざるを得ない
のであり，持続可能な中国経済発展は重要な課題になっている。
持続可能な発展は，「環境と開発に関する世界委員会」（WCED）によって
１９８７年に提示された，いわゆる「ブルントラント委員会報告書」として知ら
れる Our Common Futureのなかで用いられ，その後広く使用されることに
なった概念である。同レポートでは，「持続可能な発展とは将来世代が自身の
ニーズを満たそうとする能力を損なうことなく，現存する人々のニーズを満た
す発展」という定義が与えられている。この持続可能な発展にとって，人類社
会の生産活動と生活活動を維持している自然資源と綺麗な自然環境が不可欠で
ある。化石燃料や鉱産物の資源はいずれ枯渇するはずであり，再生可能な自然
資源も健全な自然環境に依存して成り立つので，その意味からすれば，健全で
綺麗な自然環境が存続してこそ人間社会の持続可能な発展の条件である。今ま
でのように自然環境に依存している経済しか存在しない現実を認識できず，自
然環境を汚染し，自然環境を破壊するまで経済発展・利益を求めることで，持
続可能な発展や将来世代のニーズを満たすことは言うまでもなく，現世代の存
続までも脅かしている。このことは，環境汚染，公害被害による水俣病などの
人体健康被害や酸性雨，地球温暖化などによる生態系の破壊などから実証でき
る。掛け替えのない自然環境，生態系が一旦破壊されると再生不可能である。
中国の持続可能な経済発展 ３０５
そこで，経済発展は環境保全の枠内に抑えて企画し実施しなければならない。
その為に自然環境に対する量的な認識が必要であり，自然「環境総量」を確認
することが経済発展規模確定の前提条件として不可欠なことである。この「環
境総量」を持続可能な発展の基礎とすれば，下記のような関連式を導き出すこ
とができる。即ち「環境総量 → 経済総量 → 資源・エネルギー消耗総量 →
排出・廃棄物総量 → 資源・エネルギー供給・環境保全確保→持続可能な社
会・経済発展の実現」である。中国経済の発展の現状から見れば，この関連式
の要である「環境総量」に対する認識不足により，今日のような資源需給問題
と環境汚染問題に直面するようになっている。『中国環境保護（１９９６－２００５）』
白書によると，「１９９６－２０００年の間，全国では８万４，０００社の資源浪費・環境
汚染の小企業を閉鎖した。２００１－２００４年の間，三回に渡って立ち遅れた生産技
術と製品を淘汰するリストを発表し，深刻な資源浪費・環境汚染の企業３万社
余りを閉鎖した。資源消耗が多く，環境汚染の重点業界である鉄鋼，セメン
ト，電解アルミニューム，合金，コークス，などの８業界に対して集中的な汚
染防除施策の実施を指導し，１，９００余りの建設プロジェクトを中止或いは先送
りにした。２００５年，環境汚染で国家産業政策に違反した鉄鋼，セメント，合
金，コークス，製紙，捺染などの企業２，６００社を閉鎖した」。このような資源
浪費・汚染発生源の根本的な排除政策は，問題解決の第一歩であるが，如何に
してこの成果を維持し，定着させるか，今後の課題である。このような大量資
源消費と環境汚染物質排出量の多い企業を閉鎖する政策を通じて，資源需給バ
ランスをとり，環境汚染物質排出量を環境保全確保範囲以内に抑え，「環境総
量」に合わせた経済規模・産業システムを構築すれば，持続可能な社会・経済
発展を実現できるかもしれない。しかし，経済高度成長期の中国ではこのよう
な経済成長の減速或いはマイナス成長をもたらす恐れのある政策実施はとても
難しい。そのために国の産業政策，環境保護政策，経済長期発展戦略などの政
策は全て持続可能な社会・経済発展の基本方針に基づいて行わなければならな
い。この政策の制定と実現は一つの課題である。もう一つはこの政策制定の理
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論的基礎として，自然環境の「資源供給」と「廃棄物吸収」の「限度説」，い
わゆる「環境総量」に対する認識の確立と理論解明はもう一つの重要な課題で
あり，更なる実証研究と理論構築が必要である。
「京都議定書第２回締約国会議（COP/MOP２）は，途上国を含めた２０１３年
以降の温室効果ガス削減の取り組み，２００８年冬の京都議定書第４回締約国会
議（COP/MOP４）で協議することを明記した会議報告書を採択し，閉幕した。
最大の課題だった途上国の取り組みについて合意に導くことができたが，経済
への悪影響を嫌う途上国に配慮し，具体的な内容の協議は来年以降に先送りし
た。今後，世界第２位の温室効果ガス排出大国である中国などを実効性のある
取り組みに巻き込めるかが課題となる。
京都議定書第２回締約国会議は，２０１３年以降に空白期間を作ることなく新
たな枠組が継続する余地を残した。しかし，協議の打ち切りを主張してきた中
国やインドを交渉の場にとどめた点が評価できる。だが，合意を優先して具体
的な削減策の策定を先送りしており，今後も途上国の反発による議論押し戻し
の可能性がある。２０）
京都議定書について中国を含む発展途上国と先進国の対立が続いてきた。高
度経済成長を進めている中国やインドなどの新興工業国及び二酸化炭素の排出
大国アメリカの温室ガス削減の参加がなければ，地球温暖化防止の成果も限ら
れている。発展途上国の環境保護より貧困解決などの経済発展優先論は，それ
なりの理由があるわけであるが，しかし，環境汚染・破壊を代価にして獲得し
た富は一時的で，長期的な経済発展の基礎を失い，社会存続の基盤を喪失する
恐れがある。先進国の経済成長は発展途上国より多くの二酸化炭素などの排気
ガスを排出した上で築き上げたものである。その意味からみれば，先進国は地
球温暖化防止事業に対してより主要な責任を負うものであり，技術供与から資
金援助，人材育成などにおいて貢献すべきである。発展途上国も自国の長期的
で維持可能な発展と地球環境保護の人類共同事業の立場から考えて行動すべき
である。とくに１３億人の人口を持ち，「世界の工場」と言われている中国は，
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持続可能な経済発展と環境保護政策を実施し，世界経済発展と地球環境保護に
対してより大きな貢献をすべきである。中国はまだ京都議定書を承認していな
いが，国策としての環境保護政策を掲げて，自国の環境保護と国際的な環境保
護事業に積極的に取り組んでいる。アメリカも国としては京都議定書を承認し
ていないが，各州の環境保護政策としてより厳しい環境保全法律を制定し，国
家の環境保護政策制定に対しても大きな影響を及ぼしている。このような各国
の環境保護の取り組みにより京都議定書の目標実現に近づいている。
世界経済のグローバル化と環境汚染が地球規模にまで広がっている今日，一
国の経済・環境の施策，とりわけ中国の経済発展と環境状況の変動は，地域か
ら世界までの経済・環境の行方に対しても大きな影響を及ぼす。これらの問題
を解決するには，自国の努力ばかりではなく，国際的な協力が最重要である。
資本・市場の原理に大きく左右されている今日の世界では，国益を越えて人類
共存共栄理念の樹立が必要であり，この共通理念の実現は世界各国の努力と連
携がなければ成り立たない。持続可能な発展は国境を越えて，努力し続けるべ
き人類共同事業である。
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注
１）中国国家統計局ホームページより
２）中国国務院直下の事業部門である中国科学院のプロジェクト・グループ
３）CHINAホームページ「中国の節約型社会建設の歴史的な沿革」（「２００６中国の持続可能
な発展の戦略報告」より）
４）３Rとは「Reduce principle」「Reuse principle」「Recycle principle」（減量化・再利用・再循
環）
５）CHINAホームページ「２００６中国の持続可能な発展の戦略報告」より
６）中国国家環境保護総局ホームページより
７）中国国家税関総署ホームページより
８）中国国家発展と改革委員会ホームページより
９）「国家環境保護“十五”計画」は国民経済と社会発展第十回「五カ年計画」内容の一部
であり，国家環境保護に関する第十回「五カ年計画」である。
１０）「水質評価基準」は，地表水環境品質標準と地下水品質標準に分けられているが，ここ
では地表水環境品質標準を指す。地表水水域環境効能と保護目標により，その効能の高低
に基づいて５類に分けている。
類：主に水源地，国家自然保護区に適用する。
類：集中的な生活飲用水の地表水水源地１級保護区，絶滅の恐れのある水生生物生息
地，魚介類の産卵場所，幼魚の生息水域など。
類：集中的な生活飲用水の地表水水源地２級保護区，絶滅の恐れのある水生生物生息
地，魚介類の産卵場所，幼魚の生息水域など。
類：一般工業用水区及び人体に非接触的な娯楽用水区。
類：農業用水区及び一般的な景観水域。
１１）空気は３分類にしている。
１類区：自然保護区，風景名勝地及び特殊な保護地区。
２類区：都市部の居住区，商業・交通・居住の混在区，文化区，一般工業区と農村地域。
３類区：特定工業区。
また，空気の品質標準は，３級に分けている。上記の１類区は１級で，２類区は２級
で，３類区は３級である。
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１２）『中国青年新聞』２００６年１月１０日の記事より
１３）CHINAホームページより（「十字路にある中国の環境保護」２００６年３月２２日）
１４）CHINAホームページより（「中国１／３国土は酸性雨影響を受けている」２００６年８月２７
日）
１５）「三同時」とは，新築，改築，及び増築工事，汚染防止施設並びに主要工事においては
いずれも，必ず同時に設計し，同時に施工し，同時に操業を開始しなければならないこと
を意味し，これを略して「三同時」の制度と呼ぶ。
１６）全国環境保護大会は，下記の通りに開かれた。
・第１回全国環境保護大会（１９７３年８月），中国の環境保護事業の幕開けだと位置づけて
いる。大会では，「環境保護と改善に関する若干規定」を決議し，「全面的な計画，適切
な重点施策，総合利用，「害」を「利」に，民衆の力を活かせ，環境保護，人民に幸せ
を」という環境保護方針を定めた。
・１９８３年１２月 第２回全国環境保護大会を開き，大会では，環境保護を基本的な国策に
位置づけた。経済，都市・農村，環境の企画，実施，発展の均衡と経済・社会・環境の
全面的な発展促進の方針を定めた。「予防が重点で，予防と対処が補い合い」，「汚染者
の汚染除去責任制」，「環境管理の強化」という三つの重点的な政策を打ち出した。
・１９８９年５月 第３回全国環境保護大会を開き，大会では，環境制度の整備を促進し，環
境監査・管理を強化し，環境と経済の調和的な発展を進めることを提唱した。
・１９９６年７月 第４回全国環境保護大会を開き，大会では，環境保護は持続可能な発展戦
略の重要な事で，環境保護は即ち生産力を保護することである。
・２００２年１月 第５回全国環境保護大会を開き，大会では，「環境保護は，政府の重要な
責務で，社会主義市場経済のニーズに基づいて，全社会の協力を通じて，事業展開を促
進する。」と提唱した
・２００６年４月 第６回全国環境保護大会を開き，大会では，下記の四つの政策展開を強化
すると決議した。１．発展目標設定として，経済・省エネ・環境ともに定める。国家第
十一回五ヵ年計画の目標として，今後５年間，単位 GDP成長に対する省エネ２０％，汚
染物排出削減１０％。２．産業政策の厳格化，特にインフラと企業の許認可制度の強化。
環境汚染，資源浪費の企業とインフラのプロジェクトは許可しない。３．環境汚染の重
点改善を強化する。特に水系・空気・土壌の重点地域に対して確実な計画を立てて，実
施する。４．厳格な法律により，環境保護を実施する。法律により，エネルギー浪費，
深刻な汚染の企業を閉鎖する。法律に基づいて汚染により人身・社会に重大な被害・損
失をもたらした企業の責任者に対して責任を追及する。（中国国家環境保護総局ホーム
ページより http://www.zhb.gov.cn/）
１７）中国研究所編（１９９５年），『中国の環境問題』新評論８４～８５頁より
１８）「汚染物排出賦課金の徴収・使用・管理の方法」は国家財政部，国家環境保護総局にて
２００３年７月１日より発効。３０万キロワット以上の電力企業の二酸化硫酸排出の賦課金徴
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収は，省，自治区，直轄市の環境保護行政機関において施行する。その他は市，県の環境
保護行政機関において徴収する。
１９）佐和隆光・植田和弘編（２００２年）『環境の経済理論』岩波書店１８頁
２０）毎日新聞ホームページ http://www.mainichi-msn.co.jp/kokusai/
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表２ 中国環境保護法年表
１９７９ 中華人民共和国刑法（７月）
１９８２ 中華人民共和国海洋環境保護法（８月）
中華人民共和国文化財保護法（１１月）
中華人民共和国憲法（１２月）
１９８４（１９９６年修正）中華人民共和国水汚染防止法（５月）
（１９９８年修正）中華人民共和国森林法（９月）
１９８６（１９９６年修正）中華人民共和国鉱産物資源法（３月）
（１９９８年修正）中華人民共和国土地管理法（６月）
１９８８ 中華人民共和国国営工業企業法（４月）
国家環境保護総局
国家環境保護総局管轄の機構
中国環境科学研究院 国家環境保護総局環境保護対外協力センター
中日友好環境保護センター 中国環境監査・観測ステーション
中国環境科学出版社 中国環境新聞社
国家環境保護総局南京環境科学研究所 国家環境保護総局核安全センター
国家環境保護総局環境企画院 国家環境保護総局華南環境科学研究所
国家環境保護総局北京会議研修センター 国家環境保護総局環境工程評価センター
国家環境保護総局北戴河環境技術交流センター 国家環境保護総局興城環境管理研究センター
国家環境保護総局直属機構
国家環境保護総局北方核安全監督ステーション 国家環境保護総局広東核安全監督ステーション
国家環境保護総局上海核安全監督ステーション 国家環境保護総局四川核安全監督ステーション
国家環境保護総局直属の社団法人
中国環境科学学会 中国環境保護産業協会
中華環境保護基金会 中国環境新聞従業者協会
中国環境文化促進会 中国環境保護連合会
表１ 中国環境保護行政機構一覧表
（注） 中国の環境政策は，国家環境保護総局省環境保護局市環境保護局県（区）環境保護局（県
→郷（鎮）→村）のラインに沿って推進される。
（出所）中国環境保護総局ホームページより作成。http://www.zhd.gov.cn/
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中華人民共和国野生動物保護法（１１月）
中華人民共和国標準化法（１２月）
１９８９ 中華人民共和国環境保護法（１２月）
１９９１ 中華人民共和国水土保護法（６月）
１９９３ 中華人民共和国農業法（７月）
１９９４ 中華人民共和国対外貿易法（５月）
１９９５（２００５年４月廃止）中華人民共和国固体廃棄物環境汚染防止法（１０月）
１９９６ 中華人民共和国石炭法（８月）
中華人民共和国郷鎮企業法（１０月）
中華人民共和国環境騒音汚染防止法（１０月）
１９９７（１９９９年修正）中華人民共和国道路法（７月）
中華人民共和国洪水予防法（８月）
中華人民共和国省エネルギー法（１１月）
中華人民共和国建築法（１１月）
１９９８ 中華人民共和国排他的経済水域と大陸棚法（６月）
１９９９ 中華人民共和国行政審議法（４月）
２０００ 中華人民共和国水汚染防止法実施規則（３月）
中華人民共和国大気汚染防止法（４月）
２００１ 中華人民共和国海域使用管理法（１０月）
２００２ 中華人民共和国科学技術普及法（６月）
中華人民共和国清潔生産促進法（６月）
中華人民共和国安全生産法（６月）
中華人民共和国水法（１０月）
中華人民共和国環境影響評価法（１０月）
中華人民共和国草原法（１２月）
２００３ 中華人民共和国放射線汚染防止法（６月）
中華人民共和国行政許可法（８月）
中華人民共和国砂漠化防止法（１２月）
２００４ 中華人民共和国固体廃棄物環境汚染防止法（１２月）
２００５ 中華人民共和国公務員法（９月）
（出所）中国環境保護総局ホームページ：http://www.zhd.gov.cn/
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